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1. 環境管理分野における生物多様性の重要性 

1.1 生態系サービスと環境管理の関係 

環境管理分野は、廃棄物管理や水質・大気質の保全、土壌浄化など多様な活動を通じて、生態系サービ

スから多大な恩恵を受けている。例えば、廃棄物の分解・浄化や水質・大気質の自然浄化、土壌の保

水・浄化機能、洪水や土砂災害の緩和、都市部のヒートアイランド現象の抑制など、自然の力が環境管

理の基盤となっている。 

 

一方、適切な環境管理が行われない場合には、廃棄物の不適切な処理や埋立、排水・排煙による水質・

大気質の悪化、土壌汚染など、生態系サービスの供給能力を低下させる要因となる。これにより、洪水

や土壌流出、悪臭・騒音・粉じんの発生、生物多様性の減少、住民の生活環境の悪化など、社会経済的

な負の影響を誘引しかねない。 

 

こうした中で、環境管理事業において、生態系サービスの恩恵を最大限に活かしつつ、自然資本の保

全・再生を図る「ネイチャーポジティブ」なアプローチが求められている。例えば、廃棄物最終処分場

や下水処理施設の立地選定における生態系への配慮、緑化やビオトープの創出、循環型社会の推進、住

民参加型の環境教育やモニタリングなどが挙げられる。これらの取組みは、環境負荷の低減だけでなく、

生態系サービスの維持・向上や地域のレジリエンス強化、SDGsへの貢献にもつながるものである。こ

のように、当該分野は気候変動や都市化、人口増加等の複雑な課題に対応しつつ、ネイチャーポジティ

ブな社会への移行を牽引する重要なセクターと言える。 

 

1.2 環境管理を通じた生態系サービスと地域社会 

環境管理分野における生物多様性は、廃棄物管理や下水処理、大気質・水質管理、緑化活動などの多様

な環境管理活動を通じて、地域社会・文化と密接に関わっている。地域の自然環境や生態系サービス

（水質浄化、大気浄化、土壌保持、都市緑地の提供など）は、地域住民の衛生的で安全な生活基盤を支

えるとともに、伝統的な資源循環の知恵や自然と共生する暮らしの工夫（例：生ごみの堆肥化、雨水利

用、地域緑地の保全など）は、地域のつながりや環境意識の醸成、更には現代の循環型社会や持続可能

な環境管理の基盤づくりにも役立っている。このように、環境管理を通じた生物多様性への配慮は、地

域社会の暮らしや文化と結びつきながら、持続可能な環境管理と地域社会づくりを支える重要な要素で

ある。 

 

1.3 環境管理分野におけるネイチャーポジティブに向けた国内外のイニシアチブ 

2022年に採択された昆明・モントリオール生物多様性枠組（GBF）では、2030年までに生物多様性の

損失を止め、反転させる「ネイチャーポジティブ」の実現が国際目標として掲げられている。UNEPや

IUCN、世界銀行などの国際機関は、自然を活用した解決策（Nature-based Solutions：NbS）による

政策統合や実践的手段（例：廃棄物処理施設や下水処理場の立地選定時の生態系配慮、グリーンインフ
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ラの導入、湿地や森林の保全・再生、自然浄化機能の活用による水質・大気質改善、循環型社会の実現

など）を積極的に推進している1。また、TNFDは環境管理分野を含む企業に対し、自然関連リスク・機

会の開示を通じて意思決定や資金の流れの変革を促している2。 

 

こうした流れを受け、多国間開発銀行（MDB）は、2025年11月に「自然ファイナンス共通原則

（Common Principles for Tracking Nature Finance）」を改訂し、新たにMDB共通「自然ファイナン

ス・タクソノミー（Common Nature Finance Taxonomy）」3を導入し、ネイチャーポジティブに資す

る投資・事業を、①生物多様性・生態系サービスの保全・回復、②自然損失の直接要因の低減、③経済

セクター横断的な自然を活用した解決策（NbS）の統合、④これらを可能とする政策・制度・計画・ツ

ールの設計・実施、の4区分で整理している。本タクソノミーは、廃棄物・水・衛生分野（廃棄物管理、

水供給、灌漑及び排水、衛生等）を含む7セクター4における適格活動を標準化し、自然ファイナンスの

一貫性と透明性を高める枠組みとして位置づけられている。さらに、国際資本市場協会（ICMA）は、

2025年6月に「自然のためのサステナブル債券：実践者向けガイド（Sustainable Bonds for Nature: A 

Practitioner’s Guide）」5を公表し、生物多様性・自然資本に貢献する事業を対象としたサステナブル

債券の実務指針を提示するなど、国際資本市場においても都市・地域開発分野を含む自然関連投資の拡

大が進んでいる。 

 

国内では、環境省が「環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書（2023年）」内で「ネットゼロ、

循環経済、ネイチャーポジティブ経済」を掲げ、廃棄物管理や下水処理、グリーンインフラの導入、再

生可能エネルギーの活用、環境教育・住民参画の推進など、環境管理分野における生物多様性保全と資

源循環の強化が重視されている。2024年策定の第6次環境基本計画や循環型社会形成推進基本計画等で

は、国際協力や途上国への技術協力の推進が明記されており、環境省や地方自治体、民間企業、大学等

が連携し、国内外での環境管理の高度化や技術移転を進めている。日本は、廃棄物管理や下水処理、循

環型社会構築、地域コミュニティによる環境活動など、世界有数のノウハウを活かした国際協力を展開

している。 

 

JICAは、JICAグローバルアジェンダ（課題別事業戦略）「環境管理」に基づき、「地域の環境リスクを

低減する実践的な環境管理支援」や「循環型社会・資源循環の推進」「コミュニティ参画による環境改

善」を推進し、SDGs（特に目標6, 11, 12, 13, 17）の達成に貢献している。環境管理分野は、気候変動

 
1 IUCN (2020). “Guidance for using the IUCN Global Standard for Nature-based Solutions”. 
https://iucn.org/resources/publication/iucn-global-standard-nature-based-solutions-first-edition  
World Bank (2021). “A Catalogue of Nature-based Solutions for Urban Resilience”. 
https://documents.worldbank.org/en/publication/documents-reports/documentdetail/502101636360985715 
2 TNFD (2023). “Recommendations of the Taskforce on Nature-related Financial Disclosures”. 
https://tnfd.global/publications/recommendations/ 
3 World Bank (2025). “MDB Common Nature Finance Taxonomy”. 
https://www.worldbank.org/en/topic/environment/publication/mdb-common-nature-finance-taxonomy 
4 ①森林・農業・水産、②鉱業・エネルギー、③交通、④廃棄物・水・衛生、⑤産業・貿易・サービス、⑥金融、
⑦横断分野（再生可能自然資源管理、都市開発・防災、グリーンビルディング） 
5 International Capital Market Association (2025). “Sustainable Bond for Nature: A Practitioner’s Guide”. 
https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2025-updates/Sustainable-Bonds-for-
Nature-A-Practitioners-Guide-June-2025.pdf 
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や都市化、人口増加等の複雑な課題に対応しつつ、ネイチャーポジティブな社会への移行を牽引する重

要なセクターである。なお、本ガイダンスを活用して開発事業における生物多様性主流化の検討を行い、

生物多様性への貢献が確認されたプロジェクトは、リオマーカー「生物多様性」としてOECD-DAC へ

報告6するとともに、対外発信を行うこととする。 

 

2. 環境管理分野における生物多様性の主な課題とポテンシャル 

2.1 生態系サービスがもたらす環境管理事業へのインパクト（依存） 

ミレニアム生態系評価（MA）や生態系と生物多様性の経済学（TEEB）は、生態系サービスを「供給

サービス」「調整サービス」「生息・生育地（基盤）サービス」「文化的サービス」の4類型に分類し

ている。環境管理事業では、特に「調整サービス」（大気・水質浄化、廃棄物分解、気候調整、災害リ

スク緩和等）と「文化的サービス」（地域の衛生・景観、住民の健康・ウェルビーイング、環境教育等）

が重要な役割を果たしている。 

 

生態系サービスが損なわれた場合、廃棄物の不適切な処理や下水処理機能の低下は、悪臭・有害物質の

拡散、水質・大気質の悪化、感染症リスクの増大、景観悪化、住民の健康被害など、環境管理事業の成

果や地域社会の生活環境に深刻な負の影響を及ぼすリスクとなる。また、気候変動や都市化の進行は、

廃棄物・下水処理施設への負荷増大や災害リスクの増加、地域コミュニティの衛生・安全性低下など、

新たな課題を顕在化させている。 

 

一方で、自然環境の保全や再生を伴う環境管理事業は、生態系サービスの維持・強化を通じて、災害リ

スクの軽減や気候変動への適応力の向上、住民の健康増進、地域のレジリエンス強化など多面的な便益

をもたらす機会となる。グリーンインフラの導入や地域住民の参画による環境美化活動、循環型社会の

推進は、調整サービス・文化サービスの強化を通じて、持続可能な環境管理の実現に寄与する。さらに、

地域の環境管理主体や協議体の形成は、利害関係者間の合意形成を促進し、地域社会の衛生・安全・健

康の向上に資する。 

 

このように、環境管理事業は生態系サービスに依存している度合が高いため、生態系サービスがもたら

す事業リスクと機会の両面を検討した上で事業設計・運用を推進することが、持続可能な環境管理の実

現には不可欠である。 

 

2.2 環境管理事業がもたらす生態系へのインパクト（影響） 

環境管理事業が生態系サービスに負の影響を及ぼすケースとして、廃棄物の不適切な処理や埋立て、下

水の未処理排出、過度な土地改変などが挙げられる。これらは、水質・大気質の悪化、生物多様性の減

 
6 生物の多様性に関する条約の３つの目的である、生物多様性の保全、その構成要素（生態系、種、または遺伝資
源）の持続可能な利用、および/または遺伝資源の利用から生じる利益の公正かつ公平な配分のうち少なくとも1つ
に貢献しているプロジェクトに関して、2002年よりOECD-DAC のCRS 統計にてリオマーカー「生物多様性」とし
て実績を報告している。DAC におけるリオマーカー「生物多様性」付与の基準は以下の文書を参照： 
https://one.oecd.org/document/DCD/DAC/STAT(2018)26/FINAL/en/pdf   
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少、土壌汚染、景観悪化、住民の健康被害の発生など、調整サービス・文化サービスの低下をもたらす。

また、都市化や人口増加に伴う廃棄物・下水量の増大は、既存インフラの機能低下や災害リスクの増大、

地域コミュニティの衛生・安全性低下を引き起こす要因となる。 

 

一方で、環境管理事業が生態系サービスの維持・向上に寄与し、ネイチャーポジティブに繋がるケース

も存在する。たとえば、廃棄物の適正処理やリサイクル推進、下水処理施設の高度化、グリーンインフ

ラの導入、住民参画型の環境美化活動などは、水質・大気質の改善、生物多様性の回復、災害リスクの

軽減、住民の健康増進、地域の景観向上など、調整サービス・文化サービスの強化をもたらす。さらに、

循環型社会の推進や環境教育の充実は、地域社会の環境意識向上や持続可能な生活様式の定着に資する。 

 

このように、環境管理事業は生態系サービスへの負の影響と正の影響の両面を持つため、事業の計画・

実施段階でリスクと機会を的確に評価し、ネイチャーポジティブな社会への貢献を最大化することが重

要である。 

 

3. 生物多様性主流化の実践（環境管理分野） 

事業における生物多様性主流化とは、各事業の計画、実施、モニタリング、評価のすべての段階に自然

資本・生物多様性の視点を取り込み、実践することである。本章では、以下の 5つのステップで環境管

理分野における生物多様性主流化の実践方法を紹介する。なお、検討ステップの全体像は、Part 1 「5. 

生物多様性主流化の実践ステップ（概要）」を参照。 

 

3.1 ステップ１：事業と自然資本・生態系サービスとの接点の把握および対応策案の検討 

環境管理分野における事業活動は、自然資本から多様な生態系サービスの恩恵を受けている一方で、自

然資本・生態系に対してさまざまな影響を及ぼしている。これらの依存と影響は、事業の対象地域の生

物多様性に深く関わる要素であり、適切な理解と対応が求められる。 

 

本ステップでは、計画している事業活動が生態系サービスにどのように依存しているか、またどのよう

な形で自然資本・生態系に影響を与えているか（生態系サービスとの接点）について把握する。その際、

対象事業の主管部門が「セクター別 生態系インパクトマトリクス」を用いて、事業の生態系サービス

へ の 依存 度 や影 響度 合 いを 確認 す る。 当マ ト リクス は 、 ENCORE （ Exploring Natural Capital 

Opportunities, Risks and Exposure）7の評価を参照して作成されたものであり、事業活動と生態系サ

ービス（供給サービス、調整サービス、基盤（生息・生育地）サービス、文化的サービス）との接点の

度合いを5段階で評価している（図1参照）。さらに、「生態系インパクトへの対応策リスト」を参照

し（図2参照）、把握した接点に基づきどのような対応策が考えられるかについて初期的な検討を行う。 

 

 
7 UNEP等が共同開発した自然資本評価ツール https://encore.naturalcapital.finance なお、ENCOREは企業・
経済活動を対象とした産業分類に基づく評価ツールであるため、JICA事業の固有の活動内容が必ずしも網羅されて
いない点には留意が必要である。 

https://encore.naturalcapital.finance/
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出典：ENCOREの提供データをもとにJICA作成 

図1 セクター別生態系インパクトマトリクス（イメージ図） 

 

なお、対応策リストでは、表1に示す環境管理分野の各活動について、想定される生態系インパクトに

対する主な対応策を、図2の赤枠で示す箇所に整理している。 

 

表 1 環境管理分野における生態系インパクト対応策を整理した各活動一覧  

No. サブセクター 活動 

1 廃棄物管理の改善

と循環型社会の実

現 

一般廃棄物の収集・運搬・最終処分システムの構築 

収集・運搬車両や処分場整備機材の整備 

最終処分場の改善 

廃棄物減量化・中間処理（分別・コンポスト等） 

発生抑制と資源再利用による循環型社会の推進に向けた対策 

2 環境規制及び汚染

対策の適正化を通

じた健全な環境質

の実現 

下水道、下水・汚泥処理施設の整備 

下水処理場の運営 

水質改善等の都市環境改善 

大気汚染対策の推進 

出典：JICA作成 
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出典：JICA作成 

図2 生態系インパクト対応策リスト（イメージ図） 

3.2 ステップ２：生態系インパクト（依存・影響）の特定 

WWFが提供するBiodiversity Risk Filter（BRF）8（以下、BRFイメージ図）などの外部ツールを活用し

（図3参照）、ステップ１で特定された生態系サービスとの接点における依存度や影響度合いを地理的

に評価する。本ステップは、協力準備調査や詳細計画策定調査の実施段階で行う。BRFは、ENCOREの

産業別依存・影響評価を基礎としつつ、地域ごとの生物多様性状態（保護地域の分布、樹木被覆の損失、

希少種の生息域など）を33の指標に基づいて統合的に評価するツールである。これにより、事業拠点

や案件活動の対象地域が持つ生物多様性リスクを空間的に把握し、より精緻なリスク評価と対応策の検

討が可能となる。 

 
                         出典：WWF Biodiversity Risk Filter（WWF） 

図3 WWF Biodiversity Risk Filterによる生態系リスクヒートマップ（イメージ図） 

 

3.3 ステップ３：生態系インパクトへの対応策の検討 

協力準備調査や詳細計画策定調査の実施段階では、事業活動と自然資本や生態系サービスの接点（依

存・影響）を踏まえ、リスクを最小限に抑え、且つ機会に繋げる適切な対応策を検討することが期待さ

れる。環境管理分野は、既述のとおり生態系への依存度が高く、同時に影響を及ぼす可能性も大きいた

 
8 WWF Biodiversity Risk FilterはWWFが提供するオンラインツールで対象地域の生物多様性リスクを空間的に可視
化する。(https://riskfilter.org/biodiversity/home) 
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め、対応策の検討は事業の持続可能性を左右する重要なステップである。 

対応策は、単にリスクを緩和するだけでなく、ネイチャーポジティブの視点を取り入れ、自然環境の回

復や地域社会への恩恵を生み出すことが求められる。対応策の検討にあたっては、別添資料「生態系イ

ンパクトへの対応策リスト」を参照しつつ、より実行性が高く、且つ効果の発現が期待できる活動を選

定する。リストは、環境管理分野の活動別に、生態系リスクを軽減し、機会を増大させるための対応策

を例示しており、リストのイメージは下図のとおりである。赤枠箇所が生態系インパクトへの対応策の

事例を示している。 

 

 
出典：JICA作成 

図4 生態系インパクト対応策リストと関連情報（イメージ図） 

 

3.4 ステップ４：効果指標の設定 

協力準備調査や詳細計画策定調査の実施段階において、ステップ３の対応策の検討後、生態系の保

全・再生やリスク軽減にどのような成果をもたらすかを把握するための効果指標を併せて検討する。

指標は、対応策の効果を自然環境や生態系サービスの健全性・持続性などの観点から測定する『生態

系指標』、そして地域住民の生活の質、文化、社会的包摂、レジリエンスなどの観点から測定する

『社会経済指標』の２種類を検討する。 

 

指標の検討にあたっては、別添資料「生態系インパクトへの対応策リスト」で対応策ごとにまとめた指

標例を参照しつつ、案件特有の性質、自然・社会環境、文化・地域性などを考慮し、情報収集が可能な

指標を選定することが推奨される。当該リストでは、MDBガイダンスの考え方を参照して整理された

「生態系指標」9、及び「社会経済指標」を例示している。 

 

 
9 MDBガイダンスとは、’Financing Nature: A Practitioner's Guide to Results Metrics Selection’ (IDB, Nov 2025) 
を指し、本ガイダンスでは指標を３つの類型（Response、Pressure、State）に分類して定義づけている。 
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生態系指標 

 特徴：IPBESやTNFDなど国際フレームワークに基づく「自然資本」「生態系サービス」の健

全性・持続性を測る指標 

 指標例：植生被覆面積、生態系ネットワーク連結性指数（生態系コリドーの近接関係）、近隣

内水域の水質、GHG排出量など 

 

社会経済指標 

 特徴：JICAが掲げる「人間の安全保障」やSDGsの観点から、地域住民の生活の質・福祉・包

摂性・レジリエンス、環境管理事業による社会的便益や影響を多面的に把握するための指標 

 指標例：近隣住民の生活環境満足度、ごみの散乱や飛散や害獣・害鳥による被害に関する苦情

件数、収集運搬に係る燃料費用、住民の健康被害・苦情件数、再生可能エネルギー生産量など 

 

これらの指標は、事業の成果を定量的に示すだけでなく、ネイチャーポジティブに向けた変化を国際的

に報告する際の根拠にもなる。 

 

3.5 ステップ５：モニタリング手法の検討 

協力準備調査や詳細計画策定調査の実施段階において、ステップ４で設定した効果指標をもとに、事業

の実施後に生態系や地域社会にどのような変化が生じたかを継続的に把握するためのモニタリング体制

を検討する。 

 

主なモニタリング手法例： 

• 定点観測（例：緑地面積、生物多様性指数、水質、植生等の定期測定） 

• 住民参加型モニタリング（例：地域住民による生物記録や地域活動の記録、住民の生活環境満

足度、安全な飲料水へのアクセス率） 

• リモートセンシングやGISの活用（例：土地利用変化や生態系ネットワークの把握） 

• 定期的なレビュー会議（例：自治体、住民、関係機関による進捗確認・課題共有） 

 

実施体制例： 

• 案件形成担当部署がモニタリング計画を策定し、自治体、研究機関、NGO等と連携して実施 

• 住民や地域団体の主体的な参画による地域に根ざしたモニタリング体制の構築 

• モニタリング結果は、事業の効果検証や次期計画へのフィードバック、国内外への発信等に活

用 
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